規制条例の点検結果一覧（平成25年度）
	条・項目名
	規定の内容
	改善内容

	条例の名称
	大阪府における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例（平成12年）

	条例の概要
	地方税法の規定に基づき、銀行業等に対する事業税の課税標準その他所要の事項について、大阪府税条例の特例を定めるもの

	―
	―
	―
	廃止を行う。
・　本条例による課税の対象となる期間の終了後、地方税法の規定による更正又は決定をすることができる期間が経過したことから、本条例を廃止。

	条例の名称
	大阪府特定非営利活動促進法施行条例

	条例の概要
	特定非営利活動を行う団体に法人格を付与すること並びに運営組織及び事業活動が適正であって公益の増進に資する特定非営利活動法人の認定に係る制度を設けること等により、ボランティア活動をはじめとする市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進し、もって公益の増進に寄与することを目的とする法律の委任を受け、特定非営利活動法人の設立の認証の申請の手続等に関し必要な事項を定めるもの

	第４条
	定款の変更の認証の申請及び届出
	　定款の変更の認証の申請及び届出の手続を定めたもの（規則において、提出部数について、正本１部、副本２部と規定）
	大阪府特定非営利活動促進法施行細則の改正を行う。
・　定款変更に係る認証申請及び届出の添付書類の部数を減（副本２部→１部）

	条例の名称
	大阪府旅館業法施行条例

	条例の概要
	[bookmark: _GoBack]　旅館業の業務の適正な運営を確保すること等により、旅館業の健全な発達を図るとともに、旅館業の分野における利用者の需要の高度化及び多様化に対応したサービスの提供を促進し、もつて公衆衛生及び国民生活の向上に寄与することを目的とする法律の委任を受け、旅館業の許可の構造設備の基準等を定めるもの

	第５条
	法第４条第２項の基準（営業の施設に関し、換気、採光等について講じなければならない必要な措置の基準）
	　ホテル営業及び旅館営業の客室面積、共同浴場の維持管理（水質検査、ろ過系統の清掃等）、施設の防除措置、寝具類の衛生管理等の基準を規定
	検証を行う。
・　ホテル・旅館の客室におけるくず入れの設置の規定の在り方について、他府県の規定状況等を調査するとともに、その必要性について引き続き検証する。

	第８条
	ホテル営業の施設の構造設備の基準
	　ホテルの客室数、共同浴場の構造設備、洗面所、暖房設備（中央暖房装置）等の基準を規定
	検証を行う。
・　ホテルの洗面所における冷温水設備の設置の規定の在り方について、他府県の規定状況等を調査するとともに、その必要性について引き続き検証する。

	条例の名称
	大阪府自然環境保全条例

	条例の概要
	　自然環境の保全、回復及び活用、緑の創出並びに生態系の多様性の確保を推進することにより、豊かな自然と人とが触れ合う場が確保され、ヒートアイランド現象の防止をはじめとする都市環境の改善がなされる等、広く府民が自然環境の恵沢を享受するとともに、将来の府民にこれを継承できるようにし、もって現在及び将来の府民の健康で文化的な生活の確保に資することを目的とするもの

	第22条
	国等に関する特例
	　国、地方公共団体等が行為者である場合には、許可ではなく、協議の上同意を得ることで足りることを定める規定
	改正を行う。
・　改正自然環境保全法を踏まえて、特別地区内に国等が建築物を新築する場合等の規定を「同意」から「協議」に変更

	条例の名称
	大阪府循環型社会形成推進条例

	条例の概要
	　循環型社会の形成に関し、府、事業者及び府民の責務を明らかにするとともに、循環型社会の形成に関する施策の基本となる事項を定め、これに基づく施策を総合的かつ計画的に推進し、及び廃棄物の適正な処理のために必要な規制等を行い、もって現在及び将来の府民の健康で文化的な生活の確保に資することを目的とするもの

	第17条の２
	廃棄物処理法に基づく届出に係る産業廃棄物の保管に関する計画等の届出
	　産業廃棄物を生ずる事業場の外において、自ら当該産業廃棄物の保管を行おうとする事業者で廃棄物処理法の規定による届出をしようとする者に対し、第17条の規定による届出書を併せて提出することを義務付ける規定（規則において、提出書類を定める。）
	大阪府循環型社会形成推進条例施行規則の改正を行う。
・　産廃保管届出の提出書類を見直し（廃掃法届出と重複する書類（付近見取図等）の減など）

	条例の名称
	大阪府蜜蜂の飼育の規制に関する条例

	条例の概要
	　蜜蜂の飼育に関し、蜜蜂の群の配置を適正にする等の措置を講ずることにより、養蜂の振興を図るとともに、蜜蜂による危害を防止することを目的とするもの

	第５条
	飼育者の遵守事項
	　巣箱は、住宅、学校、道路等の人が常時出入し、通行し、集合する場所から20ｍ離れたところに設置すること等を規定（規則において、巣箱同士の距離は２ｍ以上とすること等を規定）
	大阪府蜜蜂の飼育の規制に関する条例施行規則の改正を行う。
・　巣箱間の距離制限（２ｍ以上）の規定を削除

	条例の名称
	大阪府動物の愛護及び管理に関する条例

	条例の概要
	　動物の愛護及び管理に関する法律の規定に基づき、動物の飼養及び保管に関し必要な措置等を定め、併せて動物の愛護及び管理に関し必要なその他の事項を定めることにより、府民の動物に対する愛護精神の高揚、府民の安全の確保及び公衆衛生の向上に資することを目的とするもの

	第６条
	特定動物の飼養又は保管の許可に係る基準
	　特定動物の飼養又は保管のための施設の構造及び規模に関する基準を定める規定
	改正を行う。

・　特定動物（へび等）の飼養・保管のための施設の構造・規模に関する基準の規定は、基準の内容をすべて規則に委任しているが、それが法の審査基準になったので、条例で規定するのではなく法の審査基準として設定し直す。

	条例の名称
	大阪府屋外広告物条例

	条例の概要
	　屋外広告物等の表示又は設置を禁止し、又は制限する区域、屋外広告業の登録等に関する事項について定め、併せて法の施行及び屋外広告物等の規制に関し必要なその他の事項を定めることにより、良好な景観を形成し、及び風致を維持し、並びに公衆に対する危害を防止することを目的とするもの

	第４条
	禁止区域等
	　広告物を表示、設置してはならない禁止区域を規定
	改正を行う。
・　官公署等を禁止区域から除外することについて、審議会答申後に改正する。
改正を検討する。
・　広告物表示の許可の更新を「期限の７日前までに許可を受けること」から「期限の満了前に許可を受けること」に緩和することについて、今後改正を検討する。

	第22条
	屋外広告業の登録
	　屋外広告業を営もうとする者に対し、知事の登録を受けなければならないことを規定
（条例第第22条の６において、知事は、屋外広告業者登録簿を一般の閲覧に供しなければならないとし、規則でその閲覧時間を定めている。）
	大阪府屋外広告物条例施行規則の改正を行う。
・　屋外広告業者登録簿の閲覧時間（午前9:30～12:00、午後1:00～4:30）を見直す。

	条例の名称
	大阪府建築基準法施行条例

	条例の概要
	　建築基準法の規定に基づき、建築物の工事監理者の届出、災害危険区域の指定及びその区域内における建築物の建築に関する制限、建築物の敷地、構造及び建築設備に関する制限の付加、位置の指定を受けた道路の標識の設置、建築物又はその敷地と道路との関係についての制限の付加、私道の変更又は廃止の承認並びに日影による中高層の建築物の高さの制限に係る対象区域及び日影時間の指定並びにこれらの制限に違反した者に対する罰則に関し必要な事項を定め、併せて法の施行に関し必要なその他の事項を定めるもの

	第38条
	脱衣室の床面積
	　公衆浴場の脱衣室の床面積は、男用女用それぞれ15平方メートル以上としなければならないとする規定
	改正を行う。
・　公衆浴場の床面積の規定（脱衣室15㎡以上）を削除（床面積等の衛生面に関する基準は公衆浴場法で対応）

	第39条
	浴室及び蒸室の構造
	　公衆浴場の浴室の構造について、周囲の壁を準耐火構造、天井を耐水、床面積は男用女用それぞれ22平方メートル以上とする規定
	改正を行う。

・　公衆浴場の床面積の規定（浴室22㎡以上）を削除（床面積等の衛生面に関する基準は公衆浴場法で対応）

	条例の名称
	大阪府福祉のまちづくり条例

	条例の概要
	　福祉のまちづくりに関し、府、事業者及び府民の責務を明らかにするとともに、府の基本方針を定めてこれに基づく施策を推進し、及び都市施設を安全かつ容易に利用することができるよう整備し、もって自立支援型福祉社会の実現に資することを目的とするもの

	第11条
	特別特定建築物に追加する特定建築物
	　バリアフリー法で条例に定めることができるとされる特定建築物について規定
	見直しを検討する。
・　自動車修理工場を特別特定建築物（規制対象）としていることについて、障害者差別解消法（平成28年4月施行）に関する国等の取組を踏まえつつ、今後も引き続き審議会で見直し検討する。

	第18条
	便所
	　不特定多数が利用し、高齢者、障害者等が主として利用する便所に関しては、床材等利用者について考慮した設備にしなければならないとする規定
	見直しを検討する。
・　公衆便所のベビーチェア等の設置義務付け対象規模（現1,000㎡以上）に関する規定について、障害者差別解消法（平成28年4月施行）に関する国等の取組を踏まえつつ、今後も引き続き審議会で見直し検討する。

	第32条
	現況調査
	　事業者に対し、知事が要請した際に、条例施行の際現に存する学校、病院などの都市施設について、現況調査を行い、結果を知事に報告しなければならないとする規定
	見直しを検討する。
・　条例制定前の既存施設に対する現況調査結果報告に関する規定について、障害者差別解消法（平成28年4月施行）に関する国等の取組を踏まえつつ、今後も引き続き審議会で見直し検討する。

	条例の名称
	大阪府景観条例

	条例の概要
	　景観形成に関し、府、事業者及び府民の責務を明らかにするとともに、それぞれの連携及び協力の下に府民の生活及び文化の反映である都市の景観、歴史的景観及び自然景観の創造又は保全を図ることにより、風格ある都市空間及び豊かな生活空間を創造し、もって府民の文化的な生活の確保に資することを目的とするもの

	第11条
	変更の届出等
	　景観計画区域内において、建築物及び工作物の新設等を行おうとし、届出をした者について、氏名等の変更がある際は、届け出なければならないという規定
	改正を行う。
・　景観計画区域内工事の届出者の氏名変更について、届出時期を「工事実施期間中等」と明記する。



